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　65
歳
以
上
の
人
の
保
険
料

は
、
本
人
の
平
成
３０
年
中
の
収

入
や
所
得
、
世
帯
の
課
税
状
況

な
ど
に
応
じ
て
、
１３
段
階
に
分

か
れ
て
い
ま
す
。

※
令
和
元
年
度
介
護
保
険
料

(

左
表
）
の
と
お
り

　年
金
天
引
き
に
よ
る
「
特
別

徴
収
」
と
納
付
書
や
口
座
振
替

で
納
付
す
る
「
普
通
徴
収
」
が

あ
り
ま
す
。
た
だ
し
、
原
則
特

別
徴
収
と
な
り
納
付
方
法
の
選

択
は
で
き
ま
せ
ん
。

①
特
別
徴
収

対
象 

年
金
（
老
齢
福
祉
年
金
・

恩
給
は
除
く
）
受
給
額
が
年
額

１8
万
円
以
上
の
人

令
和
元
年
度 

介
護
保
険
料

令和元年度介護保険料
対　象　者 年間保険料額 所得段階

● 老齢福祉年金受給者であって、かつ世帯全員が住民税
非課税の人

● 生活保護を受けている人
※２万９，９２０円

（基準額×０．３７５） 第1段階

本人が
住民税
非課税

世帯全員が
住民税
非課税

前年中の
課税年金収入額
と合計所得金額

（年金収入に係る
所得は除く）

の合計

8０万円以下
8０万円を超え
1２０万円以下

※４万５，88０円
（基準額×０．５７５） 第２段階

1２０万円を超える ※５万６，２５０円
（基準額×０．７０５） 第３段階

同じ世帯に
住民税が

課税の人が
いる

8０万円以下 ７万1，8２０円
（基準額×０．９０） 第４段階

8０万円を超える 7万9,800円
（基準額） 第５段階

本人が
住民税課税

前年中の
合計所得金額

の合計

1２０万円未満 ９万５,７６０円
（基準額×1．２０） 第６段階

1２０万円以上
２００万円未満

1０万３,７４０円
（基準額×1．３０） 第７段階

２００万円以上
３００万円未満

11万９,７００円
（基準額×1．５０） 第8段階

３００万円以上
４００万円未満

1３万５,６６０円
（基準額×1．７０） 第９段階

４００万円以上
６００万円未満

1５万1,６２０円
（基準額×1．９０） 第1０段階

６００万円以上
8００万円未満

1６万７,５8０円
（基準額×２．1０） 第11段階

8００万円以上
1,０００万円未満

18万３,５４０円
（基準額×２．３０） 第1２段階

1,０００万円以上 1９万９,５００円
（基準額×２．５０） 第1３段階

令和元年度納期限（口座振替日）
1期 ２期 ３期 ４期 ５期 ６期 ７期 8期 ９期 1０期

７/1
㈪

７/３1
㈬

９/２
㈪

９/３０
㈪

1０/３1
㈭

1２/２
㈪

1２/２５
㈬

令和２年
1/３1

㈮
３/２
㈪

３/３1
㈫

問 介護保険課  ☎９４8–６９1９・FAX ９３４–０81５

問 健康づくり推進課  ☎９11–18６8・FAX ９２５–０２３０ 問 県後期高齢者医療広域連合 ☎９11–７７３９・FAX ９11–７７３５

65
歳
以
上
の
人
に
納
入
通
知
書
を
6
月
中
旬
発
送

介
護
保
険
施
設
な
ど

利
用
者
の
食
費
・
居
住
費
補
助

利 用 者 負 担 段 階

第１段階
生活保護を受けている人、本人および世帯全員（世帯を分離して
いる配偶者を含む）が住民税非課税で老齢福祉年金を受けている
人など

第２段階
本人および世帯全員（世帯を分離している配偶者を含む）が住民
税非課税で、合計所得金額と課税年金収入額と非課税年金収入額
の合計が8０万円以下の人

第３段階 本人および世帯全員（世帯を分離している配偶者を含む）が住民
税非課税で、利用者負担段階第２段階以外の人

※上記の要件に加え、預貯金などが単身で1,０００万円、夫婦で２,０００万円以下の場合に、食費・
居住費が補助されます

７
月
31
日
㈬
（
必
着
）

問
介
護
保
険
課 

☎
948
６
８
８
５・６
９
２
４
・
FAX
934
０
８
１
５

　特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
な
ど

の
介
護
保
険
施
設
や
シ
ョ
ー
ト

ス
テ
イ
の
食
費
・
居
住
費
は
、

介
護
保
険
の
対
象
外
（
自
己
負

担
）
で
す
が
、低
所
得
の
人
は
、

一
定
の
負
担
限
度
額
が
設
定
さ

れ
て
い
ま
す
（
毎
年
、
事
前
に

申
請
が
必
要
）。
こ
の
負
担
限

度
額
と
国
が
設
定
し
た
基
準
費

用
額
と
の
差
額
が
、
介
護
保
険

か
ら
補
助
（
補
足
給
付
）
さ
れ

ま
す
。

　食
費
・
居
住
費
の
利
用
者
の

負
担
段
階
の
判
定
に
用
い
る
収

入
に
は
、
課
税
年
金
収
入
に
加

え
、非
課
税
年
金
（
遺
族
年
金
・

障
害
年
金
）
収
入
も
含
め
て
判

定
し
ま
す
。

介
護
保
険
負
担
限
度
額
認
定
証

の
有
効
期
限

　原
則
、
申
請
日
の
属
す
る
月

の
初
日
か
ら
毎
年
７
月
３１
日
ま

で
で
す
。
現
在
、
認
定
証
を
交

付
さ
れ
て
い
る
場
合
で
も
、
新

年
度
（
８
月
１
日
以
降
）
も
引

き
続
き
減
額
を
受
け
る
た
め
に

は
、
申
請
が
必
要
で
す
。

申
請
期
間
・
方
法

　６
月
１４
日
㈮
か
ら
７
月
３１
日

㈬
ま
で
に
直
接
ま
た
は
郵
送

（
必
着
）

※
申
請
後
、
７
月
下
旬
以
降
に

認
定
証
ま
た
は
非
承
認
通
知
が

届
き
ま
す

申
請
に
必
要
な
も
の

・
申
請
書
（
介
護
保
険
課
ま
た

は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
あ
り
）

・
印
鑑

・
本
人
お
よ
び
配
偶
者
の
通
帳

な
ど
の
写
し
（
金
融
機
関
名
・

支
店
・
口
座
番
号
・
名
義
の
分

か
る
部
分
と
最
終
の
残
高
︿
申

請
日
か
ら
２
カ
月
以
内
﹀
が
分

か
る
部
分
）

※
「
通
帳
な
ど
」
に
は
、
普
通

預
金
、
定
期
預
金
、
有
価
証
券
、

投
資
信
託
な
ど
を
含
む

・
個
人
番
号（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）

が
確
認
で
き
る
書
類
（
通
知

カ
ー
ド
な
ど
）

・
運
転
免
許
証
な
ど
の
本
人
確

認
書
類

申
請
場
所

介
護
保
険
課
（
市
役
所
別
館
２

階
）、
北
条
支
所
、
中
島
支
所

期間  ６月１日㈯～令和２
年３月３1日㈫の間に１回
会場  市内登録医療機関（受
診票・市ホームページに掲
載）
内容  歯科医師による歯周
病検診、歯科保健指導
対象  右表のとおり
受診方法  クーポン券、受診票（５月末ごろ対象となる人に郵送）、
運転免許証などの本人確認書類を持って市内登録医療機関で受診

節目歯周病検診を受けましょう！ 歯科口
こ う

腔
く う

健診を受けましょう
後期高齢者医療加入者は無料

　後期高齢者医療加入者は、１年度に１回無料で歯科口腔健診が受けられます。歯や
口の健康は、全身の健康につながっています。歯科口腔健診をぜひ受診しましょう。
※後期高齢者医療保険とは７５歳以上と６５歳以上で一定の障がいがある人（要申
請）が加入する健康保険
受診期間 ６月１日㈯～令和２年２月２９日㈯
対象  後期高齢者医療保険に加入している人
※６カ月以上入院している人、施設などへ
入所・入居している人は対象外
申し込み電話で県後期高齢者医療広域連合へ

（後日受診に必要なクーポン券、受診票、
質問紙、実施歯科医院の一覧表を郵送）
受診方法 実施歯科医院へ直接予約し、
保険証、クーポン券、受診票、質問紙
を持って受診

年齢 生年月日

４０歳 昭和５３（1９７8）年４月２日～
昭和５４（1９７９）年４月1日

５０歳 昭和４３（1９６8）年４月２日～
昭和４４（1９６９）年４月1日

６０歳 昭和３３（1９５8）年４月２日～
昭和３４（1９５９）年４月1日

７０歳 昭和２３（1９４8）年４月２日～
昭和２４（1９４９）年４月1日

前年度 今年度
本徴収 仮徴収 本徴収

２月
特徴第６期

４月
特徴第1期

６月
特徴第２期

８月
特徴第３期

1０月
特徴第４期

1２月
特徴第５期

２月
特徴第６期

【４～８月の保険料】
前年度の最後（２月）に徴収され
た保険料と同額
※８月の保険料は変更になる場合あり

【１0～２月の保険料】
６月に決定した年額から４～８
月の保険料を差し引いた残りを
３回で割った額

忘れずに
納付を

納
付
方
法 

年
金
（
定
期
支
給

分
）
か
ら
自
動
的
に
納
付

②
普
通
徴
収

対
象
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
人
▼
年
金
が
年
額
１8
万
円
未

満
▼
年
度
途
中
で
65
歳
に
な
っ

た
▼
他
の
市
町
村
か
ら
転
入
し

た※
お
お
む
ね
６
～
８
カ
月
で
特

別
徴
収
に
切
り
替
わ
り
ま
す

納
付
方
法

 

自
主
納
付 

納
付
書
で
納
期
限

ま
で
に
金
融
機
関
・
四
国
内
の

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
・
コ
ン
ビ
ニ
で

納
付
（
コ
ン
ビ
ニ
は
バ
ー
コ
ー

ド
印
字
が
あ
る
も
の
に
限
る
）

 

口
座
振
替 

指
定
口
座
か
ら
口

座
振
替
日
に
振
替

納
期 

上
表
の
と
お
り

前年度から継続して特別徴収になる場合の保険料

※保険料軽減について
　国の消費税率の引き上げに伴う社
会保障・税一体改革による社会保障
の充実策として、住民税非課税世帯
の人（所得段階第１～３段階）の介護
保険料を軽減しています

所得段階 平成３０年度 令和元年度
第１段階 ３万５,９1０円 ２万９,９２０円
第２段階 ５万５,8６０円 ４万５,88０円
第３段階 ５万8,２５０円 ５万６,２５０円

　歯を失う原因となる歯周病を予防するために、検診を受けましょう。

保
険
料

保
険
料
の
納
め
方

納
付
が
困
難
な
場
合

　減
免
や
納
付
の
猶
予
な
ど

が
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま
す

の
で
、
早
め
に
ご
相
談
く
だ

さ
い
。


